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1.は じめ に

本稿は、前号の精神障害者の雇用率適用 に続

き、今回の障害者の雇用の促進等に関する法律

(以下 「障害者雇用促進法」とい う。)改 正の3

つの大 きな柱の1つ である在宅就業支援制 度に

ついて論ずるものである。在宅就業支援制度の

「在宅」という用語 は、支援対象 となる就業形

態の一つの典型例を言い表 したものであって、

実際は、その語感以上に活用範囲が広 く、政策

的な意義 も大 きい支援ツールであると考えてい

る。就労移行支援事業や就労移行体制加算の対

象 となるような就労継続支援事業(B型)等 に

おいて、企業から仕事を受注するための取 り組

みの一環 としてこの制度 を活用することも想定

されている。

そこで、この制度が障害者の就労支援の現場

において、現実に仕事の発注奨励策 として幅広

く活用 され、現場か らのフィー ドバ ックによっ

て今後さらに磨かれた仕組みとなることを企図

して、その政策意図と活用イメージを示 してい

きたい(事 実関係以外の部分は管見にわたるも

のであることをお含み置 き願いたい)。

(1)検 討経緯

前号において述べた通 り、今回の障害者雇用
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促進法改正に当たっては、2年 以上の時間をか

けて多 くの有識者、現場関係者にご参画いただ

き、検討を積み重ねてきた。在宅就業支援のあ

り方については、従来 より、旧 日本障害者雇用

促進協会 において、 関係有識者に よる実務的

な調査研究がなされていたが、平成14年8月 、

厚生労働省に障害者の在宅就業支援に関する研

究会(座 長:諏 訪康雄法政大学大学院政策科学

研究科教授)が 設けられ、実態調査、 ヒアリン

グも交えて11回 にわたる会合を経て報告書が

まとめられている(平 成16年4月)。 この報告

書の意義は、ITを 活用 した在宅就業が障害者

の職業的自立に寄与することに注 目して、障害

者雇用促進法上何 らの支援策を講 じるべきであ

るとし、制度改正の必要性 にまで踏み込んだ提

言を行 った ところにある。

その成果は、続いて設けられた障害者雇用問

題研究会、審議会へ と受け継がれていくことに

なるが、折 しも、平成16年 の後半あた りから、

障害者の保健福祉サービス全般にわたる抜本的

な改革の取 り組み、グランドデザイン策定、そ

して障害者 自立支援法の制定へと連なる動きが

本格化 してきた。その中でも、授産施設等の施

設体系の見直 しは、障害者の雇用就労施策のあ

り方 とも密接に関係 し、在宅就業支援の制度設

計 もこれを意識 した もの、即 ち、福祉施設等が

行 う就労支援の取 り組みの一助として、これ ら

施設に対する企業の発注 を奨励する手段 となる

ことをも念頭に置いたものとなった。

(2)　在宅就業支援をめぐる諸相

在宅就業支援策 制度の政策意図に関し、制度

創設に至る背景、周辺事情等を整理 ・概観 して

みる。

(1)　ITの 普及…検討のきっかけ

最近、自宅等でITを 活用 した就業形態が普

及 してきている※1｡筆 者 の友人で も、超高性

能のPCと 描画ソフトを駆使 して自宅でイラス

トを描いて高収入を得、生計を立てている者が

いるが、一回の制作で1、2回 編集者や専門家

と打ち合わせする以外、修正 も納品も全てメー

ルでや りとりをしている。 もちろん、こうした

形で生計を立てているようなケースは希であろ

う。研究会が障害者の在宅就業 について行った

実態調査 によると、PCを 用いて、データ ・文

書入力、ホームページの作成、テープ起 こし、

DTP(編 集)・ 電算写植 といった業務がなさ

れている。零細で収入はわずかなケースが多い。

しかし、ITの 普及が移動等に制約のある障害

者の就業形態 に新 たな選択肢 を与 える可能性

については、つ とに指摘されてきたところであ

り、実際にそうした就業形態に対する支援の実

践例 も少なか らずみられる(代 表的なところだ

と(社)東 京コロニー、(社)大 阪市障害者福祉 ・

スポーツ協会など)。

家内労働(内 職)の ように、事業場以外の場

所で就業する形態は従来か らあ り、ITの 普及

によって初めて出現 した ものではないが、IT

の普及が、そ うした障害者の就業形態を法制度

上 も支援 していこう、仕事の確保 を容易にする

ために企業の発注 を奨励 していこう、 という機

運のきっかけになったことは事実である。

(2)　福祉施設における仕事の確保…施設体系見

直しとの連動

授産施設等への優先発注要望 従来から授産

施設や作業所の関係者にとっては、仕事の受注

を安定的に確保することが切実な問題であ り、

これら福祉施設に仕事 を優先的に発注 してほし

い、そのための施策を講 じて欲 しい という要望

が根強 くなされていた。その一環として、企業

が直接障害者を雇用する場合だけでなく、企業

が障害者の働 く福祉施設に仕事 を外注 した場合

※1 本稿は、 自宅等で(企 業に雇用されずに)企 業から仕事を請け負って働 く就業形態に対する支援(在 宅就業支援制度)

を取 り上げるものである。本稿の主題ではないが、通勤等移動に制約を抱える障害者が、 自宅等に勤務する形で企業

に雇用されることが可能となるよう支援を行 うことも極めて重要である(こ の場合は当該企業の雇用率の算定対象 とな

る)。 そこで、在宅就業支援制度と併せ、多 くの企業が障害者の在宅勤務制度を取り入れるよう在宅勤務コーディネー

ターの配置助成(後 述)や 在宅勤務ガイドラインの策定、普及を行っている。
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にも、発注元企業への雇用率制度適用に当た り、

雇用率カウン ト、納付金算定 といった形で評価

して欲 しいとい う要望がなされてきた。

しか しその一方で、例 えば授産施設か ら企業

就労への実績が年間1%程 度 という実情にみ ら

れるように、必ず しも授産施設が障害者の職業

的自立につながる機能を果た しているとはいえ

ない状況下で、障害者の職業的な自立を促す法

制度(障 害者雇用促進法)が 、これに無限定に

支援策を講 じたとしても、職業的な自立へのス

テップアップにつなが らない、かえって将来の

可能性のある障害者を授産施設における福祉的

な就労にとどめることを助長しかねない、 とい

う懸念があった。

就労支援機能の制度的反映と在宅就業支援制

度 こうした中、在宅就業支援策が検討の過程

にある時期 に、障害保健福祉の分野において、

従来の障害者の福祉施設が、その機能に応 じた

体系 に抜本的に見直され、就労支援の機能を一

つの事業類型 として制度上明確 に位置づける方

向で具体的な制度改革の動 きが生 じた。福祉施

設の有 している就労支援の機能が、生活支援な

ど他の機能 と混在 し、制度的に未分化だった状

況が解消されるようになったことによって、状

況 は大 きく動 き、在宅就業支援の制度設計 も、

就労移行支援事業等の実施に当た り、仕事の確

保を支援する方策足 りうることを意識 したもの

とな り、そのコンセプ トに厚みを増す ことと

なった。

官公需 と民需 多 くの地方公共団体において

入札にあたっての加点など障害者の就業機会の

確保 に配慮 した施策が講 じられて きている※2。

平成16年11月 には地方 自治法施行令が改正さ

れ、地方公共団体の物品調達に当た り、入札の

例外 として随意契約によることができる事由と

して、授産施設等に発注する場合が追加 された。

こうした施策は官公需の分野において、福祉へ

の発注機会の拡大を図るものであるが、それに

対 して今回の在宅就業支援制 度の創設は、いわ

ば民需の分野での福祉への発注奨励策であると

もいえよう。

(3)　働き方の選択肢を増やす …多様な働き方

への支援

働 き方にあわせた連携支援を 前述 の(2)と

も関連するが、今回の在宅就業支援制度は、福

祉施設における就労か ら、企業における正規雇

用※3に至るまでの様々な就業形態を意識 しなが

ら、障害者が職業的に自立するために、障害の

態様や環境にあわせた働 き方 を選択できるよう

にする、あるいは、企業に雇われることを目指

すにしろ、自営で自立することを目指すにしろ、

そうした目標に向かって自己の労働習慣や能力

を高めてい く過程 として、過渡的に本人の都合

にあった働き方を選択で きるような環境 を作っ

ていくことを企図している。 この制度は、障害

者の就業機会の拡大のため、働 き方の選択肢を

提供するための施策体系の一環 をなす ものであ

り、在宅就業支援策 単独 ではな く、福祉など他

の施策 との組み合わせや他の就業形態に対する

支援(後 述)と の連携 を意識 しつつ活用 しては

じめて制度が有機的に機能するものであると考

える。例えば、後述する在宅就業支援団体 とい

うスキームは、必ず しも新たな団体 を創設する

ことを求めているのではなく、むしろ、就労移

行支援事業者をはじめとする既存の事業体(法

人)が 、登録要件(2(2)(2)参 照)を 満たし

て、事業本来のサービスと組み合わせてこの制

度を利用することを念頭 に置いている。

様々な支援メニューの一つ として 今回の法

改正では、精神障害者の雇用率適用が実現 した

が、週20時 間以上30時 間未満の短時間労働 を

行 う精神障害者を雇った場合 も、重度の身体障

害者、知的障害者の場合 と同様、雇用率算定す

ることとし、そのために敢 えて雇用率算定上、

※2　 なお、従来か らある関連法規定 として、身体障害者福祉法 第25条 を参照。

※3　 本稿 では、特 定の企業 と継続 的な雇用関係 を保 ち、雇用先の企業 において フルタイムで働 くこととい う意味で正規 雇用

とい う言葉 を用 いている(平 成15年 版労働経済 白書P108参 照)。
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初めて1未 満の算定単位=0.5(人 相当)と い

う算定単位を新設 している。 また、同じく法改

正より、納付金制度に基づ く助成金として、グ

ループ就労助成金、養護学校在学 中の企業実

習に対する助成金、あるいは在宅勤務(企 業に

雇用されて自宅等で働 く形態)の コーディネー

ターを企業が配置する場合の助成金も創設 され

ている。

障害者が職業的な自立を目指す上で、正規雇

用以外の様 々な就業形態を選択する可能性は当

然考えられるところであ り、今回の法改正に当

たっては、パー トやグループ就労、やや切 り口

は異なるが学校在学中の就職を目指 した実習な

ど、様々な就業形態を想定 した支援のメニュー

を準備 したわけである。在宅就業支援制度は、

障害者がそれぞれの障害の態様や事情に応 じた

働 き方 を選択することが容易になるように準備

されたこれ ら一群の支援メニューの一つ として

とらえることができ、同制度の政策的な意義の

理解にあたっては、多様な就業形態に対する支

援の施策体系の全貌 を意識する必要がある。

2.　在宅就業支援制度の仕組み

(1)　基本的な考え方

法制度上の位置づけ 障害者雇用促進法は、

障害者が職業生活において自立するための措置

を総合的に講じる法体系である。在宅就業は、

移動の制約等を抱える障害者に働き方の選択肢

を提供する(就 業機会拡大の選択肢)あ るいは

企業に雇用されるまでの過程として職業準備性

や技能習得の機会を与える(雇 用の促進に資す

る手段)と いう意味において、雇用に準 じる職

業的な自立の途 としてとらえることができる。

そこで、従来通 り雇用支援策を基本 としつつ、

新たに在宅就業への支援を障害者雇用促進法上

位置づけることとし、在宅就業障害者に対する

仕事の発注を、雇用に準ずる就業機会 を提供す

る営み として、障害者雇用納付金制度において、

発注元企業を積極的に評価※4することとした。

納付金制度による発注奨励 在宅就業を営む

者の多 くは仕事 を安定的に確保することを大 き

な悩み として抱 えている。在宅就業支援制度は、

障害者が、企業から仕事を請け負って働 く場合

に、仕事の確保が しやすいように企業の発注を

促すことをねらいとしている。その手法 は、在

宅就業障害者に対 し、企業が年間総計で一定の

金額以上の仕事 を発注 した場合に、当該企業に

対 して、障害者雇用納付金制度か ら在宅就業特

例調整金 ・特例報奨金 を支給することによ り、

その発注行為 を奨励するものである。

(2)　具体的な仕組み

以下、具体的な仕組みについて、ポイン トを

述べる※5。⇒資料1(次 頁参照)

(1)　在宅就業障害者の概念

自宅での就業 に限らない 在宅就業障害者 と

は、 自宅等の場所 において、(企 業から注文を

受けて)物 品の製造、役務の提供等の業務を行

う障害者である(対 象 となる障害種別 は身体障

害者、知的障害者、精神障害者(手 帳所持者))。

就業場所は、 自宅の他、就労移行支援 を行 う

事業所や就労継続支援(B型)の うち就労移行

支援体制加算の対象 となる事業所、障害者雇用

※4　 納付金制度上の評価はなされるが、発注元企業の雇用率算定には反映されない。なお、同じ自宅等における就業でも

企業に雇用 されて働 く場合(在 宅勤務)は 、当該企業の雇用障害者として雇用率算定の対象となることはいうまでもな

い。

※5　 本稿は、在宅就業支援制度についてのわか りやすい説明を行う観点から、具体的な仕組みについては、できるだけ要

約、簡略化 した記述を心がけている。在宅就業支援団体の要件をはじめ本制度についてのさらに詳細な内容について

は、施行通知や在宅就業支援団体関係の業務取扱要領を参照されたい。また、在宅就業に関する具体的事例を交えた支

援情報を提供するHP「 チャレンジ ・エージェント」(高 齢 ・障害者雇用支援機構が運営)へ のアクセスをおすすめす

る。

法改正概要PR版: http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/shougaisha01/pdf/kaisei05.pdf

施行通知(第2次 施 ):http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/shougaisha01/pdf/tuu0604a.pdf

業務取扱要領: http://wwwmhlw.gojp/bunya/koyou/shougaisha01/pdf/tuu0604a.pdf

チ ャ レ ン ジ ・エ ー ジ ェ ン トHP :http://www.challenge.jeed.or.jp/
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▼資料1

(厚生労働省パ ンフレッ トよ り抜粋。なお、本文 中の記号 とまぎらわ しいため、図中の記号のみ筆者において修正 した。)

支援セ ンターといった場所 も広 く含まれる。発

注元企業 自らの事業所で働 く場合は含 まれない

が、発注元企業の事業所等において在宅就業支

援団体((2)参照)が 実施する施設外授産やグルー

プ就労は対象 となる。

モノの製造 ・サービスも対象 対象 となる仕

事(発 注業務)は 、物品の製造、役務の提供そ

の他 これに類する業務が広 く含 まれ、IT関 連

など特定の業務に限定はされていない。

(2)在宅就業支援団体

在宅就業支援団体 とは1(2)の(1)に おい

て例示 ンた在宅就業を支援する団体は、 自宅等

でPCを 使って働 く障害者のために、本人に代

わって営業活動 をして企業か ら仕事 を受注 し、

基本的な労働習慣や知識技能の付与(研 修等)、

トラブ ル等に対する相談や就職に向けての援助

を行 う ことなどを通 じて、障害者が自立 して仕

事がで きるようになるよう支援 を行っている。

発注元企業か らみると、障害者本人を直接相手

にして発注 を行 うことは、納期や品質の面で不

安が伴 うためにためらわれることが多い。 しか

し、支 援団体が問に入 って責任を持 って くれれ

ば、こうした危惧 もある程度払拭で きるわけで、

それだけ受注しやす くなる(=障 害者が仕事を

得やす くなる)と いう効果が期待で きる。そこ

で、在宅就業支援団体がその機能を適正に発揮

することを前提 に(登 録制)、 在宅就業障害者

に対 して直接仕事を発注 した場合だけでな く、

こうした団体(在 宅就業支援団体)に 仕事 を発

注した場合 も在宅就業支援制度の対象 とするこ

ととしている。

在宅就業支援団体の登録要件等 在宅就業

支援団体の主な要件は、在宅就業障害者に対す

る支援の業務 を継続的に実施 している実績があ

る法人であって、そうした支援業務 を行うのに

必要なスタッフが確保 されていることなどであ

る。

在宅就業障害者に対す る支援の業務とは、簡

単に言 うと、在宅就業障害者のために、a.仕 事

を確保 し、 これを在宅就業障害者に提供するこ

と、b.知 識技能を習得するために必要な職業講

習及び晴報提供を行 うこと、c.業 務を適切に行

うための助言その他の援助 を行うこと、d.就 職

を希望する在宅就業障害者 に対 して助言その他

の援助を行 うこと、の4業 務であり、これ らの

業務を常時10人 以上の在宅就業障害者に対 し

て継続的に実施 している実績がある法人が該当

する(既 存法人が新たな法人を設立 して在宅就
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業支援団体の登録を受けようとする場合 は当該

既存法人の実績 も勘案する。)。これら業務 はい

ずれ も就労支援に積極的に取 り組む授産施設、

作業所であればほとんど実施しているものであ

る。

また、支援対象の障害者の障害に関する知

識 と援助を行 う経験を有 し、対象 となっている

業務の内容についての知識 を有 しているスタッ

フ(従 事経験者)が3人 以上いること、うち1

名は専任であること(専 任の管理者)、 実施業

務を行 うために必要な事務所や通信回線等の施

設、設備 を有 していることが必要である。

こうした要件 を満た した法人であって、厚生

労働大臣の登録 を受けた者が在宅就業支援団体

である(登 録は、各都道府県の労働局に申請 し

て行い、3年 ごとに更新する)。⇒資料2

なお、在宅就業支援団体は、その業務運 営に

当たり、業務規程の策定、財務諸表等の備 え付

け、発注元企業に対 して、発注 した業務の対価

として在宅就業障害者に支払った金額を証明す

るための書面の交付等を行う。

就労移行支援事業者等も在宅就業支援団体に

特に就労移行支援事業者や就労継続支援(B

型)の うち就労移行支援体制加算の対象 となる

事業者については、その利用者が在宅就業障害

者の概念 に該当 し得 るので(前 述(1)参照)、 以

上に述べた在宅就業支援 団体の要件 を満 たし

て、登録 を受けることが有益であろう※6。企

業側からみれば、在宅就業支援団体 として登録

している就労移行支援事業者等 に発注すれば、

その発注(発 注金額のうち、諸経費等を差 し引

いて支援団体か ら障害者に実際に支払われた金

額)は 、在宅就業特例調整金等の算定の対象 に

なるわけだから、企業が発注先 として選定す る

動機付けになる。就労移行支援事業者等が、企

業か らの発注を受け易 くし、利用者の仕事を確

保するための一つの工夫、努力 として、在宅就

業支援団体の登録を受けてお くことは重要であ

る(な お、IT関 連の業務 を行 う障害者の在宅

就業を支援する団体等への補助事業については

▲資料2

○ 在宅就業支援団体の実例

IＴ を活 用 した業務(ホ ー ムペー ジ作成 、テー プ起 こ し、文 字 ・デ ータ入 力、DＴ Ｐ、Webコ ンテンツ制 作等)の ほ か、箱 折 り、

シール貼 り、梱 包 、PC組 立て 、名刺作 成、和 裁、洋 裁 とい った作 業、郵 便番号 仕分 け、 あん摩マ ッサー ジ指圧 、鍼、灸 な ど

の 業務 も行 ってい る団体 もある。 各団体 が行 う具体的 な業務 内容 はそれ ぞれの 団体の ホーム ペー ジを参照 された い。

※6就 労継続支援(A型)の 場合は、利用者との問に雇用関係があるので、本制度でいう在宅就業(支 援)の 概念にはあて

はまらない。
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3(1)の(1)を 参照)。

(3)在宅就業特例調整金 ・特例報奨金の支給

発注元企業は、障害者雇用納付金制度による

特例調整金 ・特例報奨金の支給対象 となる※7。

支給対象となる企業 特例調整金の支給対象

となる企業は障害者雇用納付金の申告対象企業

と同じ(常 用労働者301人 以上企業)で ある(雇

用率未達成企業が特例調整金の支給 を受ける場

合、その支給額の分だけ当該企業が本来支払 う

べき納付金額が減額 される扱いとなる。)。常用

労働者300人 以下の企業の場合、報奨金の支給

対象企業※8は、特例報奨金の支給対象 となる。

特例調整金 ・特例報奨金の支給手続 きは障害者

雇用納付金の申告・報奨金の申請と一緒に行 う。

特例調整金等の算定方法 対象企業が1年 間

に、(i)在 宅就業障害者 に対 して直接発注 した

金額及び(ii)在 宅就業支援団体に発注 した場合

であって、諸経費等を差 し引いた後の実際に在

宅就業障害者が受け取った金額の総額(i+ii)

が算定の対象 となる(資 料2の 発注の流れを参

照。在宅就業障害者が実際に受け取った金額等

については在宅就業支援団体が発注元の企業に

対 して証明書 を交付する。)。

特例調整金の算定式は資料3の 通 りである。

至極単純化 していうと、在宅就業障害者に対す

る年間発注合計額105万 円毎に6万3000円 が

支給 される。特例報奨金 も算定式の仕組み自体

は特例調整金 と同様で105万 円毎 に5万1000

円が支給される※9。

3.今 後の課題と展望

(1)　幅広い活用…当面の課題

今回の在宅就業支援制度は、障害者雇用納

付金制度から発注元企業に特例調整金 ・特例報

奨金を支給して障害者への発注を奨励するとい

う､こ れまでにない新 しい発想、仕組みであ り、

この制度が真に効果を発揮するためには、実際

にこれが現場において幅広 く活用されるか どう

かにかかっている。在宅就業支援制度の普及に

あた り、筆者が特記すべ きポイン トとして考え

るものを掲げてみる。

(1)　福祉(就 労移行支援事業者等)

就労移行支援事業者には必須 これまで述べ

てきた通 り、就労移行支援事業者や就労継続支

援(B型)の うち就労移行支援体制加算の対象

となる事業者は、在宅就業支援団体 としての要

件を満た して、 自らの利用者の仕事の確保のた

めに登録 を受 けてお くことが就労支援の積極

的な取 り組み として重要であろう。当座具体的

な受注が見込めない場合であっても登録だけは

行ってお くことが望 まれる。在宅就労支援団体

として登録 し、施設外 に出向き企業においてグ

ループ就労を行 う際に、本制度と今回新設 され

たグループ就労助成金 を併せて利用することも

考えてみて欲 しい。在宅就業支援制度は生 まれ

てまだ間もな く企業への普及 も途上である。福

祉サイ ドからこの制度を企業に周知することも

期待 したい(例 えば、"う ちは在宅就業支援団

体なので、ある程度 まとめて発注 して くれれば

御社 の障害者雇用納付金負担は軽 くなる"と

いった感 じで…。)。理想 をいえば、在宅就業支

援団体、在宅就業障害者への発注行為が、企業

の社会貢献の一つの証 としてみられるような機

運が醸成 されるとよいと思う。

補助事業の併用 ちなみにITを 活用 した

障害者の在宅就業を支援する取 り組みに対 して

は､厚 生労働省 において重度障害者在宅就業推

進事業 として8つ の団体が指定 され(平 成18

年度)、 助成がなされている(高 齢 ・障害者雇

用支援機構 に委託 して実施)。 また、障害者 自

立支援法に基づ く地域生活支援事業の中にバー

※7特 例調整金 ・特例報奨金は発注元企業に支給されるものであ り、在宅就業障害者や在宅就業支援団体に支給されるもの

ではないので誤解なきよう。なお、正式名称は 「在宅就業障害者特例調整金」、 「在宅就業障害者特例報奨金」。

※8当 該企業の常用労働者数の4%以 上、又は6人 以上のいずれか多い方の数を超えて障害者を雇っている企業。

※9平 成18年年度の実績に基づき、平成19年度より支給を開始。以降、同様に前年度の実績に基づいて特例調整金等の額を

算定し、これを次の年度に支給する。
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▲資料3

在宅就業障害者特例調整金の算定式

在宅就業障害者への年間発注総額105万 円毎に発注元企業に63,000円(*1)が 支給され る。

特例調整金の額

(発注元企業に支給)=

各年度において発注元企業在 宅就業

障害者に支払った報酬*2の 総額/

評 価 額(105万 円)

× 調 整 額*1

(63,000円)

(*3)

*1　 特例報奨金の場合は51,000円(報 奨額)と な る。

*2　 障害者に直接発注せず、在宅就業支援団体に発注 した場合は、手数料等を差 し引いた後の在宅就業支援

団体から在宅就業障害者 に実際に支払われた金額が算定対象 となる。なお、ある企業がその年度に発注、

支払 った報酬 の総額で あ り、発注の回数は問わず、発注の相手方が複数 であって もよい。

*3　 1未 満 の端数は切 り捨て る。

注)理 解の便宜を考慮 し、一部、法令、施行通達 とは異なった用語を用いている。

なお、特例調整金、特例報奨金の額は、発注元企業が自ら雇用している障害者の数に

応 じて上限額が設定されている。

例(1):　事 業 主 が在 宅就 業 障 害 者Aさ ん ・Bさ ん ・Cさ ん ・Dさ ん ・Eさ ん に それ ぞれ 仕 事 を 発 注 し、

そ れ ぞ れ に 対 して50万 円 を支 払 った 場 合

在 宅 就 業障 害者 へ の年 間 の支 払総 額 は250万 円で すの で 、特 例調 整 金が126,000円 支給 され ます 。

特 例 調 整 金

[126,000円]

=在宅就業 障害者へ の年間の支 払総額[250万 円]

/評 価 額[105万 円]
×

調 整 額

[63,000円]

《2個 》 (1未 満 の端 数は 切 り捨 て る。)

例(2):　事業主が在宅就業支援団体に仕事を発注 し700万 円を支払い、在宅就業支援団体がAさ ん
Bさ ん ・Cさ んにそれぞれ仕事を発注 し、それぞれに対して200万 円を支払った場合

在 宅 就 業障 害者 へ の年 間 の支 払 総額 は600万 円 ですの で 、特 例調 整 金が315,000円 支給 され ます 。

特 例 調 整 金

[315,000円]

=在 宅就業障害者 へ の年 間の支払総 額[600万 円]

/評 価 額[105万 円]
×

調 整 額

[63,000円]

《5個 》 (1未 満 の端数 は切 り捨 て る。)

(例(1)、(2)は 厚 生 労働 省 パ ン フ レ ッ トか ら抜 粋)
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チャル工房支援事業が位置づけられている(都

道府県事業 と市町村事業の双方に 「その他の事

業」 として位置づ けられている)。 このほか、

地方公共団体の単独事業 としても、研修等への

支援 を含めると少 なくとも東京、岐阜、愛知、

京都、大阪、札幌などにおいて支援事業が行わ

れているようである。在宅就業支援団体の運営

に当たっては、これら補助事業等の活用可能性

も視野に入れることが重要であろう。

(2)　家内労働(内 職)

家内労働は企業に雇われずに働 く伝2統的な就

業形態であるが、障害者の就業実態 も少 なくは

ないもの と思われる。身体障害者就業実態調査

(平成13年 厚生労働省)に よると、内職に従事

する身体障害者は約1万2,000人 となっている。

家内労働 は在宅就業の典型の一つであり、 これ

は、ほぼそのまま今回の在宅就業支援のスキー

ムにあてはまる。障害者たる家内労働者へ発注

する企業は、当該発注金額が特例調整金 ・特例

報奨金の算定基礎にな り得るわけで、これらの

支給対象 となる可能性が高い。こうした業界に

制度の存在が周知されることが期待 される。

(3)　サー ビス業、一次産業

在宅就業支援の対象業務は幅広 く、ほとん ど

制限がないといって もよい。物品の製造、加工

以外の業務、例えば、清掃業務は障害者が従事

することの多い業務であるし、あんま、は り、

灸なども、障害者が企業を相手に業務をするこ

とがあれば、当該企業はこの制度を活用 し得る。

最近では、障害者の就労として農産物を作ると

いったこともみ られるが、仮に企業か らの一次

産品の買い入れ注文を受けて、障害者(な いし

は在宅就業支援団体)が 生産、収穫 し、納入す

るような形態が作れれば、この制度の利用 も可

能であろう。

(2)　多様な就業形態 と支援策の展開…将来的

な課題 ・展望

(1)　障害者の多様な働き方と雇用率制度のあり方

雇用率制度の発想転換 いうまで もな く、障

害者雇用納付金は雇用率未達成企業から徴収 し

たものである。調整金や助成金の支給など、障

害者雇用に伴う経済的な負担の調整や障害者雇

用に伴 う施設設備、人的支援等の負担の軽減を

図るために用いてきた納付金財源 を、今般、雇

用以外の就業形態である在宅就業の支援に用い

ることとしたのは新機軸であった。障害者雇用

促進法は、障害者が職業生活において自立する

ための措置を総合的に講 じる法体系であ り、雇

用 を中心に制度を組み立ててはいるものの、雇

用以外の就業形態を排除する趣 旨ではない もの

と考えられる。法の目的達成にとって有為 な就

業形態であれば、その支援策 をも包摂す る余地

があるとの発想に立って、在宅就業支援 を同法

上に位置づけ、納付金制度による施策を講じる

こととしたわけである。

多様な就業形態 と雇用率制度 多様な就業形

態に関 して雇用率制度がどのような姿勢をとる

べ きか、 という課題は在宅就業(非 雇用の就業

形態)に 限ったものではない。今回の法改正の

審議過程で継続的な検討課題 とされた短時間労

働者の雇用率適用の問題や、派遣労働 と雇用率

制度の問題なども、多様な就業形態 と雇用率制

度のあ り方に関わる問題である。これらは、実

態、ニーズともに在宅就業以上 に大 きな課題で

あ り、次期法改正に当たっての主要な検討テー

マとなることが想定 される。今回の法改正で障

害者雇用納付金制度において、正規雇用以外の

就業形態に対 して奨励的な手当(在 宅就業特例

調整金はもとよりグループ就労など様 々な就労

形態対する助成金の創設)が なされるに至った

こと、あるいは雇用率算定に当た り新たに0.5

という算定単位 を導入 したことが、 これら課題

への対応に何 らかの道筋を与 えることになるの

かどうか、今後の検討にゆだねられている。

(2)　障害者施策を越えて

障害者 に関するものに限らず、労働政策全般

として、雇用形態(特 に常用雇用)に 対する施

策 と非雇用 に対する施策 とではその濃淡の差が

大きい。労働者保護に関する諸制度の適用 とい
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う面から、常用雇用と在宅就業のような請負形

態 とを比較 してみると、請負 については、雇用

の場合のように事業主 との関係に着 目して、そ

の地位 を守るための賃金、労働時間、安全衛生、

災害補償 といった労働基準の適用がなされてい

ない(ご く一部の例外 として労災における一

人親方や家内労働法による施策がある)。 また、

失業というリスクに対する保障の制度も存 しな

い。労使調整 を基調 とした政策形成課程におい

ては、非雇用 に対する施策はなかなか生まれに

くいのか もしれない。

労働条件面か らみ ると、(障 害者 に限 らず)

在宅就業は、現状では決して有利な就業形態 と

はいえないが、これは、いわば雇用 との比較に

おいてみたこうした労働関係法令の適用の差異

の裏返 しという一面が全 くないわけではなかろ

う。

今回の障害者雇用促進法改正案の国会審議 に

当た り、ある国会議員に法案の説明をした際、

「障害者 に発注 した企業 に奨励的なお金 を出す

のであれば、シングルマザーの在宅就業に発注

した場合 も対象にしてはどうか」と言われたこ

とがある。障害者雇用納付金制度の枠内でシン

グルマザー支援を行い得ないことはいうまでも

ないが、 しか し、障害者 ⇒ シ ングルマザーと

つながるその発想は、社会参加 に制約を抱 える

層に切実に求められている就労環境のあ り方を

直感的に示唆するもののように思われ、端倪す

べからざるものがあった。

就業形態の多様化 を、正規雇用以外のパ ー

トや派遣労働、契約社員等の非正規雇用 も含め

た様々な就業形態への広が りとしてとらえた と

き、その流れは、もはや押 しとどめ難いものの

ようにみえる。様々な働 き方を選択できるよう

な環境づ くりの必要性は、障害者や子育て家庭

など、何 らかの事情で社会参加に制約のある層

に特 に顕著であると考えられ、今回、偶 々障害

者について、在宅就業の支援制度が創設される

に至ったのもいわば必然なのかもしれない。

最近、憲法の規定する職業選択の自由、幸福

追求権などを礎に、職業キャリア権の概念を提

唱する動 きがみ られる※10。筆者の浅薄な理解

では、 こうした動 きは、従来事業主との間の経

済的従属性 に着 目して構成 されていた労働者保

護のための諸施策 を再構成する試みの一つであ

ると考 えられ、多様 な就業形態に対する支援へ

のアプローチ も、 これと視座を同 じくするもの

としてとらえることが可能であると思 う。今 回

の在宅就業支援制度の創設が、将来、障害者施

策の枠組みを越えて、何 らかの形で働 き方に中

立的な社会制度づ くりの嚆矢 になる としたら、

制度創設の意義はさらに深淵かつ大 きなもの と

なるだろう。その帰趨を見極めるのには今 しば

らく時間の経過 を要する。

(M)

―主要参考文献(順 不同)―

○ 「障害者の在宅就業に関する研究会報告書―多

様な働き方による職業的自立をめざして―」(平

成16年4月 障害者の在宅就業に関する研究会報

告書)及 び同研究会における配布資料、議事録

○平成15年 版労働経済白書第II部 「経済社会の変

化と働き方の多様化」

○ 「労働市場の変化と労働法の課題」菅野和夫 ・

諏訪康雄(日 本労働研究雑誌No.418)

○「キャリア権をどう育てていくか?」諏訪康雄 (季

刊労働法207号)

○上記のほか障害者雇用促進法改正に関係する研

究会報告書、審議会意見書 (前号に掲載)

※10主 要参 考文献中、特 に諏訪教授 の著述 に詳 しい。
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